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3. 要 因 分 析






信託 4403 本の情報を利用できる. さらにモーニングスターではリスクリータン，
表 1 抽出される具体例
該当月 時間情報 要因事象 結果事象
前半 黒田日銀総裁の国会答弁を材料に円安の進行に一服感が出た， 株価は下落しました
ギリシャ支援協議の先行き不透明感が増してきた












































3. 3 要 因 分 析





















最も大きくなる日を終点日とする.図 2であれば 2014年 10月
17日が前半日の終点日に該当する.これにより求められた始点
日から終点日が時間表現と対応する期間だとみなす.この場合



































































































































































































のように反転しない場合は等分する.10 月 18 日から 10 月 31
日の営業日は 10 日であり営業日を二分割し，「中盤」は 10 月
18日から 10月 24日，「月末」は 10月 25日から 10日 31日と
なる.
（ 4） この結果 f前半 (1日から 17日)，大幅に下落しました
(-9.6%))（中盤 (18日から 24日)，回復に転じました (+5.2%)）
（月末 (25日から 31日)，大幅に上昇しました (+7.3%)gのよ
うな結果事象と時間表現のペアが得られる.




























要因集合 Aを観測した始点日 ds，終点日 de，商品 iの d日に
おける基準価格 p(i，d)，また始点日から終点日における営業日
数 D(s，e)を用いて式 1で求めることができる.表 3の例であ
れば，6/10(基準価格)から 6/1（基準価格)を引算し,営業日数












る際は式 2のように要因集合 Aに含まれる要因数 jAjで除算を
行う.





化係数と呼ばれる 0 と 1 との間の値をとる定数 α 式 4で決定
される，指数移動平均とは，個々のデータに異なる重みをつけ
て平均を計算するものである.
式 3は要因 aの加重平均を求める計算式であり，SF (M)は
要因 aのM月に計算された強度であり EMA(M)はM月の指
数移動平均である.





















面積もしくは，GDP の指標を用いる. 面積データ及び GDP
データは The United Nations Statistics Division（注5）より取得
（注5）：http://unstats.un.org/unsd/aboutus.htm
表 4 収集した投資信託 (2015 年 1 月-12 月)
投資信託商品名 販売会社 カテゴリー
ダイワ好配当日本株投信 (季節点描) 大和証券投資信託委託 国内中型ブレンド
DIAM 新興市場日本株ファンド DIAM アセットマネジメント 国内小型グロース
J オープン (店頭小型株) 三菱 UFJ 国際投信 国内小型グロース




フィデリティ・US ハイ・イールド・ファンド フィデリティ投信 国際債券・ハイイールド債
ダイワ・グローバルＲＥＩＴ・オープン（毎月分配型） 大和証券投資信託委託 国際 REIT・グローバル・除く日本
ラサール・グローバルＲＥＩＴファンド（毎月分配型） 日興アセットマネジメント 国際 REIT・グローバル・含む日本
三菱ＵＦＪグローバル・ボンド・オープン（毎月決算型） 三菱 UFJ 国際投信 国際債券・オセアニア
する要因 a に付加された地域タグに該当する面積を area(a)，
GDP を gdp(a) とする. このとき世界全体の陸地面積 (WS と






















品 iにおける要因事象 Aの検出回数を Nとし，Dd(s，e)は検











資信託数，jfI : I 3 Aigj は要因 Ai を含む投資信託数である
このとき要因の商品の広度 DF(a，i)は式 7で定義するものと
する.
DF (a，I) = jfd : d 3 tigjjU j (7)
4. 実 験





















う.2015 年 1 月から 12 月における投資信託を対象にモーニン
グスター及びその販売会社で公開されていた投資信託を取得し


















DIAM 新興市場日本株ファンド (A) 中程度 要因数は中程度時間表現は伴う
J オープン (B) 簡潔 抽出される要因が少ないが時間表現を伴う
MHAM 新興成長株オープン (C) 簡潔 抽出される要因は中程度が時間表現を伴わないものが多い
ダイワ・グローバルＲＥＩＴ (D) 多め 抽出される要因は多いが時間表現が伴わないものが多い
ひふみ投信 (E) 多め 抽出される要因は多く時間表現を伴う
表 6 CRF によるラベリング
投資信託名 ダイワ好配当 J オープン ダイワ・グローバルＲＥＩＴ
要因事象 0.929 0.959 0.557
結果事象 0.949 0.969 0.666






























トピック 1 トピック 2 トピック 3 トピック 4 トピック 5
米国 金融緩和 懸念 企業 安
利上げ ecb ギリシャ 良好 上昇
雇用時計 欧州中央銀行 景気 ギリシャ 下落
連邦公開市場委員会 期待 中国 決算 円












実験では，表 4 より以下の表 5 の特徴をもつ投資信託を用
いた.
横軸 i が評価するランキングの長さ，縦軸が nDCG@iの値





















表 8 要因の強度の nDCG
nDCG@5 nDCG@7 nDCG@10
DIAM 新興市場日本株ファンド (A) 1 1 0.907
J オープン (B) 0.953 0.858 0.754
MHAM 新興成長株オープン (C) 0.910 0.840 0.733
ダイワ・グローバルＲＥＩＴ (D) 0.938 0.946 0.853
ひふみ投信 (E) 0.929 0.953 0.913























を比較する事で評価する. 地域の尺度は GDP ベースとした.
実験では表 4の投資信託全てを対象に行っている.
横軸 i が評価するランキングの長さ，縦軸が nDCG@iの値
を表し，nDCG@i(i = 5， 7， 10) の各値をプロットし，グラ


















表 9 広度の nDCG の結果
nDCG@5 nDCG@7 nDCG@10
時間 0.941 0.9415 0.980
空間 0.941 0.870 0.918
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